
地域を担う人材育成・確保への支援施策例②

産業立地・人材養成等支援事業（経済産業省）

（経済産業省「平成１９年度地域企業立地促進等補助事業公募要領」（平成19年9月）をもとに記述）

地域雇用創造推進事業（新パッケージ事業）（厚生労働省）

企業立地促進法（平成１９年６月１１日施行）に基づき、複数又は
単独の市町村及び都道府県等とともに地域産業活性化協議会を構
成する公益法人等の民間事業者が、協議会を構成する地方公共
団体等と協働して行う産業立地支援事業及び人材養成等支援事業。

人材養成等支援事業は、誘致等対象産業のニーズを踏まえ、企
業立地又は事業高度化につながる地域の人材養成、セミナー等を
地域の教育機関や民間企業等を活用して行う。

人材養成等支援事業における補助率及び補助対象経費

地域における自主的かつ創意工夫を活かした雇用創造を推進するため、地域雇用開発促進法（昭和６２年３月３１
日、平成１９年６月８日一部改正※）に基づき、市町村や経済団体その他の地域関係者等が創意工夫を活かして実
施する、地域の雇用機会の拡大、人材の育成、地域求職者の就職促進等の雇用対策を支援する事業。

事業内容の例としては、事業主を対象とした雇用拡大メニュー（人材確保についての研修・相談等）、地域の求職
者等を対象とした人材育成メニュー（研修・職場体験講習等）及び就職促進メニュー（合同就職セミナー、Ｕ・Ｉターン
就職希望者に対する情報提供・相談等）を想定。新パッケージ事業の実施期間は１地域あたり３年度間を上限。

（厚生労働省募集要項「地域雇用創造推進事業について」（平成19年6月）をもとに記述）

地域創造助成金（厚生労働省）

地域雇用創造の核となる産業における新
たな雇用創出を支援するため、従来からの
サービス分野に加え、市町村等が自ら選
択した重点産業において創業する者に対し、
創業経費及び雇入れについて助成を行う。

（厚生労働省ＨＰ「地域創造助成金の概要をもとに記述）

※雇用情勢が厳しく、かつ雇用機会の創出に向けた意欲の高い地域への支援の充実等
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